第５回講習会

公会計における固定資産評価

2009.9.8

船戸　明

【1】 総論

（1） 開始時・新規取得時・年度末の三時点
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固定資産税概要調書より市平均単価
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建設価格×デフレーター
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路線別の事業費累計
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　　　　　平均工事単価表

減価償却後残存価額
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課税地と同様の評価
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路線単位

路線毎に、評価額合計／地積合計

状況類似地域（地区単位）

状況類似地域毎に、評価額合計／地積合計

用途地区単位

用途地区毎に、評価額合計／地積合計

町丁目単位
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概要調書（地目毎

の市町村ない平均
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インフラ資産

 1 行政財産Y

○

○

 2 公共用財産�

 1 福祉施設�

 1 社会福祉施設ｵ

○

 2 児童福祉施設ｵ

○

 2 公衆衛生施設ｵ

 1 公衆衛生施設ｵ

○

 2 清掃施設�

○

 3 農林水産業施設�

 1 農業関係施設ｵ

○

 2 林業関係施設ｵ

○

 3 水産業関係施設�

○

 4 商工観光施設ｵ

 1 商工施設�

○

 2 観光施設�

○

5

道路

○

6

河川

○

7

港湾

○

8

公園

○

9

住宅

○

10

防災

○

11

教育施設

1 学校

○

2 社会教育施設

○

3 給食施設

○

4 教育住宅

○

12

公営事業

1 上水道施設

○

2 下水道施設

○

3 病院

○

4 その他公営事業関係施設

△

△

 2 普通財産ﾝ

○

○

○

注1）「△」印は、具体的なケースに即して判断する。�



資産の区分



電気･ガスはインフラ資産ﾝ



















職員住宅を除く

















公営事業を除く

公営事業を除く





林道､一部の山林を除く�

農道を除く

漁港を除く
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公営競技施設、観光施設、駐車場







地方道､農道､林道､橋りょうﾀ

護岸､治山ｭ













診療所､保健所�

じん芥処理施設､し尿処理施設7



職員宿舎





老人ホーム､母子福祉センター7

例 示�





本庁､支所ｭ

 1 土地ﾉ

図書館、市民会館

給食センター

簡易水道､飲料水供給施設ﾝ

都市下水道、集落排水施設











分 類�

 1 公用財産[

 1 庁舎ﾉ

 2 その他公用施設�

 1 売却可能土地ﾙ

 2 その他ｭ

 2 その他普通財産�

保育所､児童館､児童自立施設

農業試験場､ポンプ施設�

河川、池沼

港湾､漁港ﾀ

都市公園、児童公園

公営住宅

小学校、中学校、高校、幼稚園




　


《結論》

●開始時点では、そもそも金額情報を持たない自治体の資産を、どう計上するかが重要です。

●フロー取引については、現行制度の執行データから資産計上に関連する取引をいかに抽出するかが重要です。

●期末時点では、どの資産に、どのような評価（時価？減損？）を実施するかが重要です。

（2） 公正価値評価

1 公正価値とは

《内容》・取得原価主義　VS　公正価値評価


　・資産取得の場合の公正価値




ⅰ）市場取引を通じて当該資産を取得した場合はその取得原価

ⅱ）適正な対価を支払わずに当該資産を取得した場合には適正と考えられる公正価値

　・資産再評価の場合の公正価値




ⅰ）将来の経済的便益の割引現在価値

ⅱ）市場における実現可能価値

ⅲ）再調達原価

Ⅳ）取得原価
《結論》●無償取得の場合でも、公正価値でBS計上が必要です。

●取得価額も公正価値の一種です（会計士協会の誤解）。

2 なぜ公正価値評価か

《内容》・超長期にわたり資金の調達と運用を行う公会計の場合、取得原価のみでは未実現損益やインフレ等の影響が大きく、財政状態を正確に把握することが困難であること
　　　 　　　　　・地方公共団体の保有する資産にかかるサービス提供能力の評価としては、公正価値が最も適切と考えられること

《結論》●インフラ資産は公正価値評価概念に合致しません。

●インフラ資産と公正価値評価を整理して理解する必要があります。

●従って、会計士協会とも争い（誤解）があります。

（3） 資産評価手法

1 そもそも資産とは

《内容》・将来の資金流入をもたらすもの【１】

　　　 　　　　　 ・将来の行政サービス提供能力を有するもの【２】
《目的》・利益獲得　　　　　　→　【１】

　　　 　　　　　 ・行政サービスの提供　→　【２】
《結論》●民間企業は【１】の視点、公会計は【２】の視点がメインです。

2 インフラ資産と事業用資産

《内容》・「インフラ資産」：資産形成のための資本的支出がなされた後、将来の経済的便益（キャッシュ・フロー）の流入が見込まれない非金融資産

　　　 　　　　　 ・「事業用資産」：資産形成のための資本的支出がなされた後、将来の　経済的便益（キャッシュ・フロー）の流入が見込まれる非金融資産
《例示》・道路は？



　・道路の底地は？

　　　 ・下水道は？



　・学校は？



　・庁舎は？

《結論》●キャッシュを生まない＋いわゆるインフラ、がインフラ資産です。

《区分表》


3 自治体における資産評価の特徴

《特徴》・大量評価を行う必要がある



　・参考となる取引事例があるとは限らない



　・時間的制約がある

《評価手法》

	区分
	地価公示
	都道府県地価調査
	相続税評価
	固定資産税評価

	根拠法と評価機関
	地価公示法(国土交通省土地鑑定委員会)
	国土利用計画法施行令
　（都道府県知事）
行令
	相続税法

（国税局長）


	地方税法
（市町村長）

	目的等
	1.一般の土地取引の指標
2.不動産鑑定士の鑑定評価の規準
3.公共用地の取引価格の算定
の基準
	1.国土利用計画法による価格審査の基準
2.国土利用計画法に基づく土地の買取価格の算定の基準
3.地価公示とほぼ同様の役割
	1.相続税､贈与税及び地価税課税のため
2.相続又は贈与の際に課税
	1．固定資産税課税のため
2.毎年課税

	価格時点
	1月1日(毎年）
	7月1日(毎年)
	1月1日(毎年）
	基準年度前年の1月1日
　（3年毎評価替）

	公表時期
	3月下旬(毎年）
	9月下旬(毎年)
	H20年より7月上旬

（毎年）
	4月1日(毎年)
価格決定は3月31日

	宅地の
評価方法
	標準地について2人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求め国土交通省に設置された土地鑑定委員会がその結果を審査し必要な調整を行って正常な価格を判定し公示
	基準地について1人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求め都道府県知事がその結果を審査し､必要な調整を行って一定の基準日における標準価格を判定
	1.市街地的形態を有する地域にある宅地
･･路線価方式
2.その他の宅地
･･固定資産税評価額倍率方式公示価格､滞通者意見価格､売買実例価額等を基に､公示価格ベースの仲値を評定し､これを基として各路線､各地域のバランス
をとって路線価又は倍率を評定(地価公示価格水準の8割程度)
	売買実例価額から求める正常売買価格を基として適正な時価を求め､これに基づき評価額を算定｡宅地の場合､市街地的形態を形成する地域にあっては路線価方式によって、その他の地域にあっては標準宅地の評価額に比準する方式によって評価額を算出(地価公示価格等の7割隆目途)

	標準地数等
	29.100地点(H20）
･市街化区域…23,288地点
･市街化調整区域…1,524地点
･その他の都市計画区域
…4,187地点
･都市計画区域外の公示区域…101地点
	24,374地点(H19）
うち宅地は23,697地点
	約41万地点(H19）
鑑定評価地点は10％未満
	約44万地点
(H18評価替え)
地価公示・地価調査地以外は鑑定評価


	区分
	地価公示
	都道府県地価調査
	相続税評価
	固定資産税評価

	活用にあたってのメリット
	直近の指標として活用できる。
	都市計画区域外も対象で､地価公示に比べて捕捉範囲が広い。
	前面に価格が付設されている場合は評価が容易
	･市町村全域で捕捉できる
･評価が容易
 (大量一括評価のｼｽﾃﾑ化がなされている)
･民有地等課税地との評価バランス

	活用にあたってのデメリット
	原則､公示区域内にしかなく、都市部が中心で､地方等は同一地方公共団体に1地点もないケースもある。
	広範囲とはいえ､地方公共団体単位で見ると数は多くなく、地点数は十分ではない。
	求められる変動期間が古い。(地価公示の1年遅れ)
地方など路線価が付設されていないエリアが多い｡特に販売用土地等は付設されていないケースが多い。
	評価替えは3年に1回。
下落修正は毎年行われるが、価格下落についてのみ考慮。価格上昇は反映されない。


《結論》●固定資産税評価額を「基礎として」、公正価値を算定します。

●つまり、割り切りのルールを元に、算定方法を決定します。

4 資産評価方法の整理

《内容》前提：基準モデル

	
	
	開始時簿価
	再評価
	新規取得

	土　　地
	事業用資産
	★固定資産税評価額を基礎とした評価
	★原則3年毎に再評価（固定資産税評価額を基礎とした評価）

★5%以上変動した場合は、評価替え
	★取得価額

	
	販売用土地
	★帳簿価額と「時価評価額－販売経費等」のいずれか少ない額（低価法）
	★毎期、健全化法の評価に合わせて評価替え
	★開始時簿価と同じ

	
	インフラ資産
	★取得価額または再調達価額
	★再評価は行わない
	★取得価額

	建物等の償却資産
	★再調達価額から減価償却累計額を控除した金額
	★再評価は行わない（定額法による減価償却）
	★取得価額


《結論》●公正価値評価する固定資産は、さほど多くありません。

●開始時にいい加減に計算した簿価は、今後ずっと継続します。

●改訂モデルの場合、売却可能資産は上記ですが、それ以外は当面取得価額評価（＝Ｓ４４以降の事業費累計額）でＯＫです。

5 売却可能資産

《定義》・【改訂】現に公用もしくは公共用に供されていない（一時的に賃貸している場合を含む）すべての公共資産

　　　 　　　　　 ・【基準】売却することが既に機関決定されている資産、または、売却の機関決定はなされていないが、近い将来の売却が予定されていると判断される資産
《特徴》・まさに、資産債務改革の中心的位置づけ

　　　 　　　　　 ・実際の選定方法としては、



ⅰ）公共資産活用検討委員会などの庁内組織で売却予定
ⅱ）都市計画区域内の一定面積以上の土地

ⅲ）すべての普通財産の土地

Ⅳ）すべての普通財産＋用途廃止が予定されている行政財産
《評価》・売却可能資産が土地のみ

　　　　 →原則個別評価、固定資産税評価額を基礎とした方法は例外

　　　 　　　　　 ・売却可能資産が建物及びその敷地
　　　　 →原則一体評価、例外として建物と土地を別途評価

　　　　 →建付減価が生じる場合は、建物取壊費用を土地評価額から控除

《結論》●せめて売却可能資産は、個別に公正価値評価しましょう。説明がつきません。

【2】 各務原市の資産評価基準


【3】 土地の評価手法

























































































資産計上に関連する取引の抽出





開始時点の資産残高算定





期末の資産


評価方法





フロー


(PL,NW,CF)





ストック


(BS)





ストック


(BS)





期首(H20.4.1)





期末(H21.3.31)
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